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Project Risk Mitigation with Convertible LSTK Contract
Tomoichi Sato
　従来、プロジェクトにおける発注者と請負者の契約は、ランプサム一括請負（LSTK）とレインバース（実費償還）型に大別されてきた。しかし最近、プラント・エンジニアリング業界では「Convertible LSTK」と呼ばれる新しい型の契約が普及しはじめた。そのリスク緩和に果たす役割を分析し、あわせてIT業界等に対するインプリケーションを述べる。
Contract schemes between project owners and contractors have been classified into two typical categories: Lump Sum Turn Key (LSTK) and Cost Reimbursable.  In recent years, however, a new type of contract scheme called “Convertible LSTK” has been being adopted for some major plant engineering/construction projects and recognized for its effectiveness.  Its role to mitigate project risks is analyzed, and its implications to the IT and other industries are also discussed.
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１．はじめに


大規模な投資を伴うプロジェクトの遂行にあたっては、プロジェクトのオーナーである発注者と、実行の主体となる受注者との間に、適切な契約が結ばれる必要がある。この契約の中心となる事項は、役務範囲Scope of Workの確定、ならびに納期と費用支払いに関する権利義務関係である。本報告では、最近プラント・エンジニアリング業界で広まっているConvertible LSTKとよばれる契約形態が、プロジェクトのリスク緩和に果たす役割を分析する。さらにITプロジェクトなど役務範囲（要件）の不確定性の高い業界に対しても、本契約形態が有用性を持つことを示す。
２．従来の代表的な契約形態
従来、プロジェクトの契約方式はランプサム契約とレインバース契約に大別されてきた[1]．

ランプサム契約（Lump sum turn-key, LSTK）は固定価格での一括請負契約が原則である。プロジェクトの運営・管理は（規定された役務・納品物と納期を満たすことを条件に）請負側が責任をもつ。通常ランプサム契約では，請負側はコストの詳細情報をオーナー側に開示する必要はない．したがってコスト管理を上手に行えば，大きな利益を得られる可能性もあるが，その反面，赤字やスケジュール遅延のリスクも背負うことになる．

レインバース契約（Cost reimbursable contract、あるいはコスト・プラス・フィー＝実費償還契約）とは一種の準委任契約であり、受注企業は
[image: image3.bmp]オーナーを代行してプロジェクトの運営・管理を行うが、個々の決定権はオーナー側が持つ。受注側はプロフェッショナル・サービスを提供して一定の対価を得るのみで，プロジェクト遂行上のリスクは背負わないが，大きな利益も期待できない．

このように契約形態は発注者と受注者との間でリスクをいかにヘッジし、あるいは分担するかを規定している．契約方式の選択は通常，主にオーナー側の態勢・意思によって決められてきた．レインバース契約ではオーナー側が技術・プロジェクト管理の両面で高い能力を要求されるため、欧米系メジャー企業での実施例が多い。


３．エンジニアリング業界におけるリスクの増大
　プラント建設プロジェクトは設計・調達・建設（Engineering, Procurement, & Construction）の頭文字をとって
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
EPCとも呼ばれる．最近では予算金額が10億US$を越えることも珍しくない．
EPCプロジェクト遂行上のリスク要因は，外部リスクと内部リスクに分けられる．外部リスクとは，市場環境の変化，為替変動，カントリーリスクなど，プロジェクトの外部から発生する種類のものである．内部リスクは，コストやスケジュールの見積ミス，設計の不適合，発注先選定の失敗など，構成組織の内部で発生する．
さて、2002年頃から顕著となった原油価格上昇基調は、中東など産油国におけるプラント建設のブームを生み出した。これに加えて好調な経済発展に支えられた中国の建設ラッシュが加わり、建設・エンジニアリング業界は過去30年間にも経験のない急激な需要増におそわれた。
その結果はプラント資機材価格の高騰と、建設労働者の払底という形で現れた。資材価格高騰は2003年中頃から顕著になり、例えば鉄鋼価格の指数は2005年末には約2.5倍に跳ね上がった（図1）。またプラント関連機器メーカーの受注業務量増大は、資機材納期の大幅な延長という状態を生んだ。
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図1　国内鋼材市況（2005年版通商白書より引用）











市場環境が急変するこうした状況の中で、ランプサム契約を結んだ元請けエンジニアリング会社は、きわめて大きな負の外部リスクにさらされることとなった


．海外プロジェクトではリスク分散のために複数企業による共同遂行がしばしば行われる[3]が、その方式に依っても負担しきれないほどの市場変動が明らかに起きてきた。
４．Convertible LSTK契約によるリスク緩和
そこで登場したのがConvertible LSTK
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という契約形態である[3][4]（転換型一括契約とも呼ばれる）．
Convertible LSTK契約では、当初の基本設計段階はレインバース契約で行われる．設計が確定し、プラントを構成する機器資材の仕様と数量と金額がほぼ明確になった時点で、契約は両者の合意にもとづきランプサムに転換する。
この方式の利点は、スコープ範囲がまだ不明確な基本設計段階ではオーナー側が設計人件費のリスクをとり、全体が明確に見えた段階でリスクが受注者側に移行することにある。よく知られているように、全体コストに与える影響は初期段階の方が大きい。この段階でオーナーと受注者が協力関係を築きながら予算をコントロールする点にリスク緩和上の意義がある。また見積作業がオープンなためオーナー側の信頼感も得やすい。
表１　契約形態による対比
	項　目
	レインバース
	ランプサム
	Convertible LSTK

	基本設計
	実費償還
	一括請負
	実費償還

	詳細設計・調達・建設
	実費償還
	一括請負
	一括請負

	基本設計の主導権
	オーナー
	受注側
（提案）
	オーナー

	ベンダー情報の開示
	コストオープン
	技術情報のみ開示
	転換時まではオープン

	オーナー側作業負担
	大
	小
	中

	コスト超過リスク
	オーナー側
	受注側
	転換後は受注側へ

	納期遅延リスク
	オーナー側
	受注側
	転換後は受注側へ
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５．IT業界へのインプリケーション
我が国のIT業界におけるSIプロジェクトはランプサム契約で実施されるのが普通だが、その役務範囲の曖昧性はつねに受注側の主要なリスクであった。しかし要件定義段階を実費償還とし、実装段階から一括請負に移行するConvertible LSTK方式を適用すれば、受注側のリスクはかなり緩和されるであろう。のみならず、発注者側の役務範囲へのコミットメントも明確となり、双方にとって有益であると思われる。同様に国内の建設プロジェクトにおいても有用性が期待しうる。
契約形態は，発注側と受注側が協力してプロジェクトを遂行する上で，重要な位置を占める．リスクマネジメントの観点からも、最適な契約方式決定を支援するための工学的手法の研究が望まれる．
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* 日揮株式会社　(JGC Corporation)
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図１　役務分担の類型
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* 日揮株式会社
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